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[請願事項] 

１ 日本の原発政策の転換の是非を問う、以下の事項を主たる内容とする国民投票を実施するための

法律を制定してください。 

１） 国民投票の内容は、以下の２項目のそれぞれにつき、賛成、反対、保留を意思表示するもの

とする。 

①新たな国民投票で原発の安全が確認されるまでの間、原発の増設・新設を一切禁止する。 

②日本に存在する既存の原発については、危険性の高いものから段階的に廃止する。 

２） 投票権者は 18 歳以上の日本国民とし、１国民投票事項につき１票の権利を有するものとする。 

３） 投票期日は、福島第一原子力発電所のすべての原子炉がいわゆる冷温停止状態に入った後、

なるべく早い期日とする。 

２ 上記立法と同時に、国会は、国民投票に示された国民の総意に従う旨を決議してください。 

  

[請願の趣旨] 

 今回の福島第一原子力発電所の大事故は、「原発は絶対安全」といわれてきたことが事実でないこと

を明らかにしました。全国には、浜岡原子力発電所をはじめ地震と津波の危険にさらされている多数

の原子力発電所が存在します。 

 私たち日本国民は、これまで原発問題につき、十分に討議し、意思を表示してこなかったのではな

いか、それが今回の大事故の原因の一端になっているのではないかと反省しています。私たち日本国

民は、子子孫孫につながる責任を自覚し、原発政策の転換につき歴史的決断をしなければならないと

考えます。 

 私たちは、主権者たる国民として「日本国百年の大計」を定める国民投票により私たちの歴史的決

断を明らかにしたいと考えますので、国会が上記請願事項にもとづく立法等の措置をとっていただく

よう心よりお願い申し上げます。 

 

私たちは、上記請願事項及び請願の趣旨を支持・賛同し、ここに署名致します。 
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